
（単位:円）

資 産 の 部 負 債 の 部

Ⅰ．流動資産 1,606,763,601 Ⅰ．流動負債 1,278,375,471

１．現金 304,292 １．買掛金 154,026,401

２．預金 73,041,829 ２．その他流動負債 1,107,390,659

３．当座資産 364,653,930 未払金 106,614,408

売掛金 345,251,866 短期借入金 1,000,000,000

未収金 19,402,064 預り金 674,951

４．棚卸資産 1,102,226,832 未払法人税等 101,300

商品 35,477,054 ３．賞与引当金 16,958,411

製品 22,212,162 Ⅱ．固定負債 100,345,900

原材料 564,595,168 １．役員退任慰労引当金 3,200,000

仕掛品 463,440,663 ２．退職給付引当金 16,268,670

貯蔵品 16,501,785 ３．長期繰延税金負債 22,476,208

５．その他流動資産 66,536,718 ４．施設撤去費用引当金 58,401,022

事業預け金 2,985,162 負債合計 1,378,721,371

前払金              14,999,820 純　資　産　の　部

立替金              129,272 Ⅰ．株主資本 411,428,665

仮払税金            2,316,100 １．資本金 45,580,000

社員貸付金 4,990,000 ２．利益剰余金 365,848,665

未収消費税 41,116,364 （１）利益準備金 14,750,000

Ⅱ．固定資産 183,386,435 （２）その他利益剰余金 351,098,665

１．有形固定資産 181,393,121 ａ．任意積立金 390,549,220

建物 62,710,162 ｂ．固定資産取得(更新)積立金 10,000,000

構築物 19,217,000 ｃ．繰越利益剰余金 △49,450,555

機械装置 325,667,831 純資産合計 411,428,665

車両運搬具 3,005,000

工具器具備品 21,069,618

建物付属設備 7,028,000

土地 86,046,118

計 524,743,729

減価償却累計額 △343,350,608

２．無形固定資産 1,988,314

ソフトフェア 1,988,314

３．投資その他の資産 5,000

出資金 5,000

資産合計 1,790,150,036 負債・純資産合計 1,790,150,036

貸借対照表
令和7年3月31日現在



１．重要な会計方針

（１）有価証券の評価基準及び評価方法

時価をもって評価している。

ただし、市場価格のない有価証券は、取得原価または償却原価をもって評価している。

（２）棚卸資産の評価基準及び評価方法

最終仕入原価法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切り下げの方法により

算定）で評価している。

ただし、茶は別途算出基準要領に基づいて評価、千切大根は総平均法による原価法（貸借対照表価

額は収益性の低下に基づく簿価切り下げの方法により算定）で評価している。

（３）固定資産の減価償却の方法

　　　①有形固定資産 ア．機械装置、工具器具備品、車両運搬具は定率法を採用している。

イ．建物（附属設備のみ）、構築物は定額法を採用している。

　　ただし、平成28年3月31日以前に取得した建物（附属設備のみ）及び構築

　　物は定率法を採用している。

ウ．建物（附属設備は除く）、は定額法を採用している。

ただし、平成10年3月31日以前に取得した建物は定率法を採用している。

　　　②無形固定資産 定額法を採用している。

（４）重要な引当金の計上基準

　　　①退職給付引当金 社員の期末要支給額から、（一財）全国農林漁業団体共済会が給付する

退職共済給付金を差し引いた額を計上している。

　　　②賞与引当金 次年度の夏期賞与予定額のうち、当期に係る期間分相当額を計上している。

　　　③役員退任慰労引当金 役員退任慰労金規程の基準に基づき、相当額を計上している。

　　　④施設撤去費用引当金 令和7年度に解体を予定している建物の解体費用相当額を計上している。

（５）消費税の会計処理は、税抜方式を採用している。

（６）会計上の利益と税金費用との対応関係をより適正なものにするため、税効果会計を適用している。

２．貸借対照表及び損益計算書に関する注記

（１）（一財）全国農林漁業団体共済会 共済給付金額（累計） 円（令和7年3月31日現在）

（２）法人税・住民税は、法人住民税を含んでいる。

個別注記表

79,781,330


